様式第２号（第７条関係）

事　業　計　画　書

	申請者名及び
代表者名
	

	事業の種類
	（事業の種類の番号に〇を付けてください。）
　１　働き方改革　　２　非接触型サービスの導入　　３　生産性の向上に係る取組

	補助対象事業の経費合計
	（税抜額で記載すること。）

円
	補助金申請額
	（千円未満切り捨て）

千円

	事業の内容
	(1)申請者の現状と課題（デジタル化の背景（動機））
（申請者の事業概要〈会社概要パンフの添付でも可〉、業界動向、課題等を記載））
(2)デジタル機器等の利活用の目的とその内容

（どのような形でデジタル機器等の利活用を行うのか、できるだけ具体的に記載）


	事業の効果
	（本事業の展開計画や期待される効果など、可能ならば定量的な目標数値と併せて記載）



備考　１　欄が足りない場合は、適宜欄を広げて記載してください。
２　この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。　　　

